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出典 厚生労働省．ハローワークにおける障害者の就職件数，過去
最高

注 ハローワークにおける障害者の職業紹介状況１．概況２．障害
種別の職業紹介状況の就職率より作成
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社会適応訓練利用後，労働関係機関との連携・協働により一般就労に至った３事例を通し，
保健師の精神障害者に対する就労支援のあり方を考える。

社会適応訓練事業を利用した精神障害者への一般就労の支援経過の検討を行った。西
多摩保健所では，平成18年10月から19年３月まで，都内で働く保健師1,260人を対象に「就労
支援において保健師が大切と考えている支援の視点」についてアンケート調査を行った。その
結果，保健師は保護的就労（福祉的就労）とされる通所授産施設，共同作業所，社会適応訓練
事業利用については，保健師の視点や支援方法で有意に影響する項目があったが，一般就労で
は有意に影響する項目は明らかにならなかった。社会適応訓練中から一般就労への動機づけを
行い，障害をオープンにした就労活動で障害者本人の希望に添える一般就労支援ができた。
精神障害者の一般就労には保健師の支援だけでは困難であり，労働関係機関等との連携・協

働が不可欠と考えられた。精神障害者は仕事や人間関係という訓練の環境を変えずに一般就労
したいという希望が強い。保健師は働いて報酬を得ることが生活の安定だけでなく，本人達の
自尊心につながることを重視し援助した。障害者の病状，能力，意欲，体力をアセスメントし，
障害をオープンにして労働機関関係者との連携，制度を活用することが一般就労には有効と考
えられる。

精神障害者，社会適応訓練事業，保護的就労（福祉的就労），一般就労

Ⅰ

障害者雇用促進法，障害者自立支援法が施行
されたが，平成19年度の就職率は知的障害者
54.7％，身体障害者39.9％，精神障害者は37.2
％で障害者の中でも精神障害者の就労は依然と
して低い1) 。精神障害者の保護的就労と
して共同作業所や通所授産施設への通所，社会
適応訓練事業が利用されている。一方，精神障
害者（特に統合失調症患者）は，集中力が続か
ない，疲れやすい，緊張しやすく不安が強い，
臨機応変に判断することが苦手などの特徴があ
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通所授産施設・作業所 社会適応訓練事業 一般就労
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った場合
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病状
通院状況
病歴
どんな時にダウンするのか
身なり
表情
コミュニケーション
学歴
家族状況
授産施設・作業所・就労への目標目的
一般就労への思い
日常生活のリズム
金銭管理
作業できる時間
本人の希望する作業内容
本人の苦手なこと
希望する収入
対人関係
友人の有無
障害年金の有無
障害手帳の有無
困った時の相談相手
活用していた関係機関や社会資源
職歴
以前，施設や仕事をやめた時のこと
通所に対する主治医の意見
通所に対する家族の意見
その他

注 ＊ｐ＜0.05
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り，病状に波があるため一般就労は極めて困難
である2)。一昨年行った「就労支援において保
健師が大切と考えている支援の視点」のアン
ケート調査を検討し，保護的就労との違いは一
般就労には労働関係機関との連携・協働が不可
欠と考えられた。
また，西多摩保健所管内で社会適応訓練を修

了した障害者の一般就労が困難な現状に着目し，
訓練中から安定した状況の障害者を対象に就労
支援を行った。

1970年精神衛生職親制度としてスタートした
事業で，1985年に制度変更され現在に至る。就
労が困難な通院中の精神障害者を対象として，
東京都が協力事業所に訓練を委託契約して行う。
この制度を使えるのは６カ月を１期として最長
６期（３年）までである。訓練者によっては３
年間の訓練期間を継続してすべて使わず，事業
主の判断と訓練生本人の選択によって１～２年

で一般就労に挑戦し，就労継続できない場合数
年後再度残りの期間の社会適応訓練を受けると
いうこともある。１期ごとに目標を設定し，訓
練生本人，協力事業主，主治医，精神保健福祉
センター職員，関係者（家族・ケースワー
カー・共同作業所職員等），保健師が話し合い，
訓練者と保健師で評価表をチェックし訓練到達
状況を評価する。
訓練表のチェック項目は『仕事に就くための
基本的条件』として「病状が安定している」
「調子を悪くなったことを自覚できる」「職場
以外の仲間との交流がある」等の16項目と，
『仕事を続けるための条件』として「休み・遅
刻の場合には自分で連絡できる」「仕事中に具
合悪くなった時は，報告して休むことができ
る」「人と協力して仕事ができる」等の13項目
あり，合わせて29の評価項目を「Ｎ：不明」
「１：困難」「２：やや困難」「３：ほぼ可能」
「４：可能」で評価する。
東京都が協力事業所に委託料を支払い，事業

所から訓練生に１日
1,100円の訓練手当てが
支払われる。協力事業所
は精神障害者に理解があ
り，訓練に熱意を有する
事業主が経営する知事が
認めた企業や団体である。
訓練生は仕事を通して集
中力や，対人関係能力・
仕事に対する持久力や環
境適応能力を向上させる
ことをねらいとする。

西多摩保健所は東京都
西部に位置し，東部地域
は河川流域に広がる台地
の平地でベッドタウンと
なっており，西部地域は
急峻な山地で管内は東京
都全体の27％の面積を占
めている。青梅市，福生
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本人への支援
病気に関する相談
生活に関する相談
対人関係に関する相談
作業・訓練内容に関する相談
就労に関する目標の確認
生活に関する目標の確認
家族に関する相談
訓練・就労継続に関する相談
一般就労に関する相談
労働条件
職場内の人間関係
業務内容
制度の活用
その他

家族への支援
病気に関する相談
生活に関する相談
対人関係に関する相談
作業・訓練内容に関する相談
就労に関する目標の確認
生活に関する目標の確認
家族自身の相談
本人の対応で困っていること
訓練・就労継続に関する相談
一般就労に関する相談
労働条件
職場内の人間関係
業務内容
制度の活用
その他

雇用主への支援
病気に関する相談
生活に関する相談
対人関係に関する相談
作業・訓練内容に関する相談
就労に関する目標の確認
生活に関する目標の確認
家族に関する相談
本人・家族への対応で困っていること
訓練・就労継続に関する相談
一般就労に関する相談
労働条件
職場内の人間関係
業務内容
制度の活用
その他

注 ＊ｐ＜0.05
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市など４市３町１村を管轄し，人口は約40万人
で都総人口の3.2％である。この地域の事業所
は大企業，工場もあるが，大部分は中小企業で
ある。精神科病院が多く，人口10万人当たりの
精神科の病床数が日本一多いという特徴がある。
地域の特性から西多摩保健所管内では障害を

持つ，持たないに拘わらず働く場所が少なく，
交通が不便で通勤しにくく，就職しにくいとこ
ろである。そのような特徴から，保健所で働く
保健師は平成16年度，17年度に社会適応訓練事

業所向け研修会を行った。病状の理解，障害者
への対応を学習する機会を提供するとともに，
障害者を雇用する際の雇用助成の制度を紹介し
協力事業所の開拓を続けてきた経過がある。平
成18年度には，工場や中小企業，社会福祉法人
など17カ所の受け入れ事業所がある。

平成18年12月末，西多摩保健所の社会適応訓
練修了者23人の状況をみると就職２人，パー

ト・アルバイト４人，
進学１人であった。他
の訓練修了者は自宅で
求職中の人，もとの作
業所，授産施設に戻っ
た人が多かった。パー
ト・アルバイトを含む
一般就労していたのは
６人で訓練修了者の26
％であった。

Ⅱ

平成18年から19年に
都内で働く保健師
1,260人を対象に，精
神障害者への支援の視
点について，アンケー
ト調査を行った。アン
ケート回収数は553通，
回収率は43.5％であっ
た。データ解析には統
計解析ソフト

15を用いた。
調査から保健師の精
神障害者への働きかけ
で福祉的就労において
は，支援がうまくいっ
た場合の有意に高い確
認項目が判明した。授
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Ｂさん（20代女性） Ｃさん（30代女性）Ａさん（20代男性）

発

症

時期
病名

大学卒業後海外旅行中
（統合失調症）入院

高校在学中（統合失調
症）入院

中学校卒業後，10代後
半（統合失調症）２回
入院

社
会
適
応
訓
練

開始前
不動産会社など２～３
社勤務いづれも１～２
カ月で退職

通信教育で介護福祉士
資格取得の勉強始める ５年間共同作業所通所

事業所 電気部品製造下請け会社 高齢者介護福祉施設 コンビニエンスストア

開始時
の頻度 週３日・１日３時間 週２日・１日２時間 週２日・１日３時間

開始時
の内容

電気部品の組み立て
製品の運搬補助

高齢者の朝の出迎え
高齢者の話相手
昼食時の配膳手伝い，
お茶配り

店内の清掃
商品検品

経過

訓練開始直後よりハ
ローワークで求職活
動。障害をクローズに
して本屋に就職。日々
仕事が加えられること
と，責任が重くなり１
週間で退職

２年間の訓練中に介護
福祉士の国家試験に合
格（実習は訓練してい
る施設とは別の介護福
祉施設）

２年間の訓練後半には
レジ打ちも経験，事業
主の勧めでアルバイト
就労（時給736円）。
レジ打ちに苦手感から
不眠等の症状，主治医
から１カ月間の自宅休
養の指示。
１カ月後訓練に戻る
１年後，通算３年間の
訓練修了

就

労

支援
開始

２期修了目前
働く意欲があり，働い
ていた経験を活かす

訓練修了１年前

訓練期間を１年残し，
アルバイト就労の調整
訓練修了３カ月前に本
人の希望と事業主の条
件確認「最低賃金を下
回っての雇用なら可能」
と言われる

支援
内容

トライアル雇用
（隣の市の特別養護老
人ホーム）
ハローワークとの連
絡，書類の準備
面接の同席

母と本人に面接，訓練
施設である介護福祉施
設に就職したいとの希
望確認し，事業主との
調整
事業主と５回話し合い

労働基準監督署に相
談，最低賃金雇用除外
の審査依頼
監督官は精神障害者の
適用除外は初めてだっ
たため，審査に立会った
監督官は母の意見も参考

就職先
仕事内容

トライアル雇用３カ月
後，特別養護老人ホー
ムの清掃

介護福祉施設で
介護職員

コンビニエンスストア
シフトに入る（レジ打
ちの回数は徐々に増や
す方向で）
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産施設，作業所への通所の場合は「日常生活の
リズム」「通所に対する主治医の意見」等の項
目，社会適応訓練事業では「通所に対する主治
医の意見」「どんな時ダウンするか」等の項目
であった 。
また，通所に結びついた後の継続支援につい

てうまくいった場合とうまくいかなかった場合
を比べると，うまくいった場合は授産施設，作
業所への通所時には「作業・訓練内容に関する
相談（本人への支援）」「本人への対応で困って
いること（家族への支援）」「本人・家族への対
応で困っていること（雇用主への支援）」等が，
社会適応訓練事業では「就労に関する目標の確
認（本人への支援）」「生活に関する目標の確認
（家族への支援）」「訓練・就労継続に関する相
談（雇用主への支援）」等の援助に有意差が

あった。
一方，一般就労での援助視点および継続支援
項目については，うまくいった場合とうまくい
かなかった場合の有意項目は確認できなかった。
また，一般就労の継続支援項目において雇用主
への支援が福祉的就労支援に比べ極端に少なく
なっていた3) 。

西多摩保健所管内８市町村のうち，著者が担
当していたＤ市の社会適応訓練中の20代，30代
の訓練者の就労支援を行った 。

Ⅲ

このことから精神障害者の一般就労の困難さ
がわかる。考えられる原因として
は訓練修了者でも，一般就労でき
るほどの力がないということと地
域に雇用できる職場が少ないとい
うことが考えられた4)。
今回の調査で，一般就労におい
ては精神障害者の８割以上が職場
に病名を隠しての就職であったこ
とを考えると，納得できる結果で
はあった。このことを含め精神障
害者の一般就労の支援については
いろいろな課題があるものと思わ
れ，さらに検討をすることが必要
であると考えられた5)。
精神障害者は慣れた職場で慣れ
た人間関係で一般就労したいとい
う希望が強い。保健師は働いて報
酬を得ることが本人達の自尊心に
つながることを重視し援助した。
障害者の病状，能力，意欲，体力
をアセスメントし，労働機関関係
者との連携，制度の活用が一般就
労には有効と考えられる。
障害者の就労支援には，ハロー
ワークを中心とした就労支援制度
が増えてきている。西多摩保健所
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では社会適応訓練協力事業所を開拓し，訓練利
用者も増えたが，一般就労へのハードルが高い
という課題があった。
ハローワークで障害をオープンにして就職先

を検索してみると，１週間５日，１日８時間と
いう労働条件が多い。１週間40時間働く力を求
められていることを知り，就職を断念してしま
う精神障害者も多い。また，自宅から近い職場
を希望する人が多く，障害をオープンにした就
職先は２カ所か３カ所に限られてしまっている
現状である。
精神障害者は身体障害者，知的障害者と比較

すると病状が不安定である。精神障害者の特性
を理解して地域障害者職業センターの設置，
ジョブコーチによる就労支援，グループ就労訓
練にかかる助成金制度等新しい制度もできてい
る。
社会適応訓練により訓練生が向上させた集中

力や，対人関係能力・仕事に対する持久力や環

境適応能力を活かし，障害をオープンにした就
労活動を行うために，保健師が，労働機関関係
者と連携し，一般就労できるまでの細やかな支
援が有効であると考える。
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